





L. 22557条 ① すべての株式会社の定款によりその会社が本項の規定に
よって規制される旨が約定されることができる｡ この場合においては, 当該会






L. 22558条 ① 株式会社は５名以内から成る業務執行役会により指揮さ
れる｡ 会社の株式が規制市場上での取引を認められているときは, 定款により,
当該員数を７名以内とすることができる｡





(２) conseil de surveillance





笹 川 敏 彦








































































R. 22536条 ① 業務執行役会の構成員に空席を生じたときは, 業務監査役
会は２箇月以内に欠員を補充する｡





























































































L. 22568条 ① 業務監査役会は, 業務執行役会による会社の業務執行に
対して常時的監督を行う｡
② 定款は, その列挙する取引の締結を業務監査役会による事前の授権に服せ









件のもとにおいて, 業務監査役会による授権の対象となる｡ 当該デクレは, そ
の授権の踰越が第三者に対抗されうる要件をも定める｡





④ 業務執行役会は, 少なくとも３箇月に１回, 業務監査役会に対し報告書を
提出する｡
⑤ 各会計年度終了後で, かつコンセイユ・デタの議を経たデクレ所定の期間
内において, 業務執行役会は, L. 225100条第２項所定の書類を, 検査および
監督のために, 業務監査役会に提出する｡










264(896) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)









いる》会社において, 業務監査役会長は, 前項ならびに L. 225102条, L. 225















⑩ (2009年１月22日オルドナンス第200980号第 7Ⅶ条により削除) 証券
が規制市場上での取引の認められている会社において,》当該報告書は, さら
に, 会社受任者に対し与えられるすべての種類の報酬および利益を決定するた
め, 業務監査役会により定められた原則および規定を表示し, かつ L. 2251003
条所定の情報の公示を記載する｡




R. 22540条 (前述 L. 22564条の参照条文)
(保証・手形保証・担保設定)
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 265(897)
(業務監査役会の構成)





















③ 前記第１項の規定にかかわらず, 業務執行役会は, 税理および関税に関して


















R. 22555条 L. 22568条第５項所定の期間は, 会計年度の終了の日から起算
して３箇月とする｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第114条)
266(898) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
② (2011年１月27日法律第2011103号 2Ⅱ条) 業務監査役会は, 女性およ
び男性の均衡のとれた数の表示を追求して構成される｡》
(大規模上場会社における各性別の業務監査役会構成員の割合)
L. 225691 条 ① (2011年１月27日法律第2011103号第 2Ⅲ条｡ 2017年
１月１日より施行) その株式が規制市場上での取引を認められている会社であっ







を有しない任命は, すべて無効である｡ 当該無効は, 不正規に任命された業務
監査役会構成員が参加してなされた決議の無効をもたらさない｡
(業務監査役会構成員の年齢制限)


















法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 267(899)
の証券が規制市場上での取引を認められている会社において,》(2002年１月17
日法律第200273号) L. 225102条の適用される総会のときに業務執行役会に






















L. 22518条の適用により決定される｡ ただし, その委任は, 期限の到来によ
り, または理由のなんたるかを問わず労働契約の破棄により, 終了する｡》
② (2001年２月19日法律第2001152号) 非常総会が第１項の適用において


















268(900) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(15) 本条文の内容は, Dalloz 社の “Droit des (2014 	)” にもとづくもので
あるが, Legifrance のサイトによれば, 本条第 2 項の内容は第 5 項に, 本条第 4 項の内容





























L. 22574条 業務監査役会のいかなる構成員も, 業務執行役会に所属する
翻
訳




L. 22575条 ① 業務監査役会の構成員は, 創立総会または通常総会によ
り任命される｡ L. 22516条所定の場合においては, 業務監査役会構成員は定
款において指名される｡ その職務の任期は, 定款で定められるが, (2012年３
月22日法律第2012387号第 6Ⅰ条により削除) 総会による任命の場合は》６
年《かつ定款において任命される場合は３年》を超えることはできない｡ ただ
し, 合併または分割の場合は, 業務監査役会構成員の任命は, 非常総会により
なされることができる｡
② 業務監査役会構成員は, 定款に反対の定めがないかぎり, 再任されること
ができる｡ 業務監査役会構成員は, 通常総会により, いつでも解任されること
ができる｡



















[参照条文] R. 22537条 (前述 L. 22559条の参照条文)
(任期満了の時期)




270(902) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
常置代表者は L. 225691 条第１項所定の業務監査役会の構成につき適法性








L. 22577条 ① (2001年５月15日法律第2001420号) 自然人は, その住
所をフランス領土に有する株式会社の業務監査役会構成員として, 同時に５個
を超えての委任を実行することができない｡










R. 22542条 ① 業務監査役会に任命された法人により選任される常置代表
者の委任は, 当該法人の委任と同一期間とする｡





R. 22543条 常置代表者の選任ならびにその委任の終了は, その者が自己の
名において業務監査役会の構成員であるのと同一の公示手続に服する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第103条)






















行) 業務監査役会の構成が L. 225691 条第１項に合致しないときは, 業務
監査役会は, これを補正するため空席の生じた日から起算して６箇月以内に,
暫定的にその任命を行わなければならない｡》






















L. 22579条 ① 業務監査役会は, その数および選任方法が L. 22569条お








③ 従業員により選出された業務監査役会構成員は, L. 22569条所定の業務
監査役会構成員の最少数および最多数の決定上 (2011年１月27日法律第2011




L. 225791 条 (2005年７月26日法律第2005842号第 8Ⅰ条) その証券が








R. 22544条 L. 22578条所定の受任者は, 申請にもとづきこれを決する商事
裁判所長により選任される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第105条)
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 273(905)
れうる報酬, 補償または利益の各項目に対応する規定は, (2007年８月21日法
律第20071223号第17Ⅳ条) L. 225901 条所定の制度に》服するものとする｡
(多数の従業員を雇用する会社における従業員代表業務監査役)







員を雇用している会社であって, かつ労働法典 L. 23221 条の適用上企業委員
会を設置する義務を負う会社においては, 業務監査役会がその員数および選任
方法につき本法典 L. 22569条および L. 22575条に定められている構成員に加








② 従業員を代表する業務監査役会構成員は, L. 22569条所定の業務監査役































はヨーロッパ企業委員会による選任, または労働法典 L. 23511 条の意味にお
けるヨーロッパ会社については, 同法典 L. 235216条所定の従業員代表組織も

































または L. 225792 条を適用して選任された》業務監査役会構成員の被選挙
資格, 選挙資格, 選挙母体の構成, 投票方法, 異議申立, 委任の期間および実





























② 定款がより厳格な多数決要件を規定しない限り, 決定は, 出席しまたは代
理された構成員の過半数をもって行われる｡
③ (2005年７月26日法律第2005842号 5Ⅱ条) 業務監査役会が L. 22568
条第５項所定の行為を行うために開催される場合ならびに定款に別段の定めが






















R. 22546条 ① 定款に別段の定めのない限り, 業務監査役会構成員は, 他
の構成員に対し, 書面をもって, 業務監査役会の１個の会議につき自己を代理す
べき委任を与えることができる｡





















R. 22548条 (2006年12月11日デクレ第20061566号第19条) R. 22521条の規
定は, L. 22582条３項所定のテレビ会議または電気通信の方法に適用される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第1081 条)
R. 22521条 (前述 L. 22537条の参照条文)
(議事録の登録)






















278(910) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(職業上および賃金の平等に関する方針)
L. 225821 条 (2011年１月27日法律第2011103号第 8Ⅱ条) 業務監査役
会は, 毎年, 職業および賃金の平等に関する会社の方針について審議する｡ 労






L. 22583条 ① 総会は, 業務監査役会の構成員に対し, その活動に対す
る報酬として, 出席手当の名目で, 定款上の規定またはこれまでの決定に拘束
されることなく, 当該総会が決定する一定年額を支給することができる｡ この
額は, 経費として計上される｡ (2001年５月15日法律第2001420号) 構成員間
におけるその分配は, 業務監査役会により決定される｡》
(1966年７月24日法律第66537号第140条)
② (2011年１月27日法律第2011103号第 2Ⅶ条｡ 2017年１月１日より施行)





R. 22551条 ① 業務監査役会決議の議事録の謄本または抄本は, 業務監査
役会長, 同副会長, 業務執行役会の構成員１名またはその実行のための権限を与
えられた代理人により, 有効に証明される｡








法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 279(911)
ときは, 支給は, 停止時からの未払分を含め, 再開される｡》
(業務監査役の特別報酬)
L. 22584条 業務監査役会構成員に託された任務または委任に対し, 特別
報酬が業務監査役会により与えられることができる｡ この場合には, 当該報酬
は経費に計上され, L. 22586条ないし L. 22590条の規定に服する｡
(1966年７月24日法律第66537号第141条)
(業務監査役の報酬制限)





成員の３分の１を超えることができない｡ しかしながら, L. 22579条および

















R. 22560条 ① 業務監査役会は, 出席手当として業務監査役会の構成員に
支給される総額を, 構成員間で自由に配分する；とりわけ, 業務監査役会は, R.
22556条第２項所定の委員会に所属する業務監査役会構成員に対して, 他の構成
員を超える分配額を支給することができる｡























日法律第2001420号) ただし, 当該契約は (2003年８月１日法律第2003706




R. 22557条 ① 業務監査役会の議長は, (2006年12月11日デクレ第20061566
















































R. 22558条 L. 22588条第３項所定の会計監査役の報告書は, 次の事項を含
む：
１号 総会の承認に (2006年12月11日デクレ20061566号第22条) 服する契約
および支払債務》の列挙；
２号 利害関係のある業務監査役会または業務執行役会の構成員の名前；
282(914) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)


















３号 議決権のうち (2006年12月11日デクレ第20061566号第22条) 10％》を
超える部分を有する利害関係ある１人または数人の株主の表示, ならびに







および手数料, 承諾された支払期限, 約定された利息, 提供された担保,











[参照条文] R. 225161条 (前述 L. 22540条の参照条文)
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 283(915)
(24) ristournes
(25) avantage











L. 225901 条 ① (2005年７月26日法律第2005842号第 8Ⅰ条) その証
券が規制市場上での取引を認められている会社において, 業務執行役会構成員










③ 《L. 22586条を適用して業務監査役会により与えられた授権は, コンセ
イユ・デタの議を経たデクレ所定の方法および期間内に公表される｡

















⑤ 《その種類のいかんを問わず, いかなる支払も, 業務監査役会がその職務
の終任もしくは実質的な変更のときにまたはそれらの後に, 所定の要件の遵守














② 当該禁止は, 業務監査役会の法人構成員の常置代表者に適用される｡ 当該
禁止はまた本条所定の者の配偶者, 直系尊属および直系卑属ならびにすべての
仲介者に対しても適用される｡












法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 285(917)
常の条件において締結された当該事業のためにする日常取引には適用されない｡
④ (2009年３月25日法律第2009323号 8Ⅳ条により廃止) 同一の禁止は,










L. 22593条 第６編第２章 [第２章から第４章まで] の適用上なされる
(2005年７月26日法律第2005845号第165Ⅱ条) 保護手続・裁判上の更生手続》
または特別清算手続が開始された場合において, これらの措置により対象となっ





L. 22594条 ① 同一の自然人により同時に占められることができる取締
役または業務監査役会構成員の地位の数に対する L. 22521条および L. 22577
条による制限は, 取締役および業務監査役会構成員の地位の兼任にも適用され
る｡
② (2002年10月29日法律第20021303号) L. 225541 条および L. 22567条















L. 225941 条 ① (2002年10月29日法律第20021303号) L. 22521条, L.





















L. 22595条 株式会社の合併の場合, 取締役会または場合により業務監査
役会の構成員数は, L. 2364 条所定合併の期日から起算して３年間, L. 22517
翻
訳
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 287(919)
(27) au titre







① (2001年５月15日法律第2001420号) L. 22521条・L.













② 本条所定の条件が満たされないとき, すべての自然人は, ３箇月以内に,















288(920) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(28) 本条文の内容は, Dalloz 社の “Droit des (2014 ition)” および Legifrance
のサイトにもとづくものであるが, Dalloz 社の “Code de commerce (2014 	)” によ
れば, 本条第 1 項の, ｢(2001年 5 月15日法律第2001420号) L. 22521条, L. 22577条お
よび L. 225941 条の規定にかかわらず, 経済および金融秩序に関する各種規定を含む
1985年７月11日法律第85695号第 1 条所定のベンチャーキャピタル会社, 経済および金融
秩序に関する各種規定を含む1972年 7 月11日法律第72650号第 4 条Ⅲ (B) 所定のイノベー
ションに関する財政金融会社, または通貨金融法典｣ の次に, (2003年 8 月 1 日法律第





















法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 289(921)
